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１．基本用語 （単位：千円、％） 

用   語 
平成 27年度 

決算(A) 

平成 26年度 

決算(B) 

増減額(C) 

(A)-(B) 

増減率 

(C)/(B) 
用  語  解  説 

形式収支 33,416 118,676 △ 85,260 △ 71.8  歳入決算総額から歳出決算総額を差し引いた歳入歳出差引額。 

実質収支 15,300 57,569 △ 42,269 △ 73.4 

 当該年度に属すべき収入と支出との実質的な差額をみるもので、形式収支

から、翌年度に繰り越すべき継続費逓次繰越（継続費の毎年度の執行残額を

継続最終年度まで逓次繰り越すこと。）、繰越明許費繰越（歳出予算の経費

のうち、その性質上又は予算成立後の事由等により年度内に支出を終わらな

い見込みのものを、予算の定めるところにより翌年度に繰り越すこと。）等

の財源を控除した額。 

 通常、「黒字団体」、「赤字団体」という場合は、実質収支の黒字、赤字

により判断する。 

単年度収支 △ 42,269 △ 229,891 187,622 81.6 

 実質収支は前年度以前からの収支（黒字・赤字）の累積であるため、その

影響を控除した単年度の収支のことで、具体的には、当該年度における実質

収支から前年度の実質収支を差し引いた額である。 

実質単年度収支 △ 10,026 △ 82,649 72,623 87.9 

 単年度収支から、実質的な黒字要素（財政調整基金への積立額及び地方債

の繰上償還額）を加え、赤字要素（財政調整基金の取崩し額）を差し引いた

額。 

一般会計 
歳入 6,770,513 6,241,084 529,429 8.5  教育・福祉の行政サービスや道路・公園の整備など、町の基礎的な行政サ

ービスを行う会計をいう。  歳出 6,737,610 6,122,666 614,944 10.0 

特別会計     

 特定の収入をもって特定の支出に充てるため、一般会計と区別して経理す

る必要がある場合に設けられる会計であり、法律の規定により設置しなけれ

ばならないとされているものと、地方公共団体の条例により任意に設置され

るものがある。 

 吉岡町では、学校給食事業、公共下水道事業、国民健康保険事業、農業集

落排水事業、住宅新築資金等貸付事業、介護保険事業、後期高齢者医療事業

の７つの特別会計を設けている。 
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１．基本用語 （単位：千円、％） 

用   語 
平成 27年度 

決算(A) 

平成 26年度 

決算(B) 

増減額(C) 

(A)-(B) 

増減率 

(C)/(B) 
用  語  解  説 

普通会計 

歳入 6,863,720 6,343,074 520,646 8.2 

 個々の地方公共団体ごとに各会計の範囲が異なっているため、財政状況の

統一的な掌握及び比較が困難であることから、地方財政統計上便宜的に用い

られる会計区分。 

 吉岡町では、一般会計、学校給食事業特別会計、住宅新築資金等貸付事業

特別会計の各決算額を合算し、重複額の控除などの諸計算及び費目の移し替

えなどを行って作成している。 

 通常、財政指標の算定や財政状況の公表等を行う場合は普通会計がベース

となるため、一般会計決算額と一致しない場合がある。 

歳出 6,830,304 6,224,398 605,906 9.7 

 

２．歳入 （単位：千円、％） 

用   語 
平成 27年度 

決算(A) 

平成 26年度 

決算(B) 

増減額(C) 

(A)-(B) 

増減率 

(C)/(B) 
用  語  解  説 

一般財源     

 財源の使途が限定されず、どのような経費にも使用できる財源で、地方税、

地方譲与税、地方特例交付金、地方交付税、利子割交付金、配当割交付金、

株式等譲渡所得割交付金、地方消費税交付金、ゴルフ場利用税交付金、自動

車取得税交付金がこれにあたる。 

一般財源等 4,612,937 4,656,929 △ 43,992 △ 0.9 

 一般財源のほか、一般財源と同様に財源の使途が特定されず、どのような

経費にも使用できる財源を合わせたもの。 

 目的が特定されていない寄附金や売却目的が具体的事業に特定されない

財産収入等のほか、臨時財政対策債等が含まれる。 

 通常、「一般財源」という場合は、この一般財源等を指す。 

特定財源 2,250,783 1,686,145 564,638 33.5 

 一般財源に対し、その使途が特定されている財源で、国・県支出金、地方

債（臨時財政対策債を除く）、分担金・負担金、使用料・手数料、財産収入、

寄附金のうち使途が指定されているものなどがこれにあたる。 
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２．歳入 （単位：千円、％） 

用   語 
平成 27年度 

決算(A) 

平成 26年度 

決算(B) 

増減額(C) 

(A)-(B) 

増減率 

(C)/(B) 
用  語  解  説 

自主財源 2,909,739 3,137,471 △ 227,732 △ 7.3 

 地方公共団体が自主的に収入しうる財源のことで、地方税、分担金・負担

金、使用料・手数料、財産収入、寄附金、繰入金、繰越金、諸収入がこれに

あたる。 

自主財源比率 42.4 49.5 △ 7.1 △ 14.3  歳入総額に占める自主財源の割合。 

依存財源 3,953,981 3,205,603 748,378 23.3 

 収入の源泉を国や県に依存し、その額と内容が国や県の基準に基づく財源

で、地方譲与税、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、

地方消費税交付金、ゴルフ場利用税交付金、自動車取得税交付金、地方特例

交付金、地方交付税、交通安全対策特別交付金、国庫支出金、県支出金、地

方債がこれにあたる。 

依存財源比率 57.6 50.5 7.1 14.1  歳入総額に占める依存財源の割合。 

経常一般財源 3,858,837 3,819,631 39,206 1.0 

 毎年度定例的に収入され、かつその使途についてなんら制約がない財源

で、地方税、地方譲与税、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割

交付金、地方消費税交付金、ゴルフ場利用税交付金、自動車取得税交付金、

地方特例交付金、普通交付税、交通安全対策特別交付金のほか、経常的に収

入される使用料、手数料、財産収入及び諸収入のうち使途を特定されないも

のとされる。 

経常一般財源 

比率 
93.0 94.3 △ 1.3 △ 1.4 

 標準財政規模に対する経常一般財源の割合であり、この比率が１００を超

える度合いが高いほど経常一般財源に余裕があることを示す。 
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２．歳入 （単位：千円、％） 

用   語 
平成 27年度 

決算(A) 

平成 26年度 

決算(B) 

増減額(C) 

(A)-(B) 

増減率 

(C)/(B) 
用  語  解  説 

地方交付税 1,233,074 1,201,960 31,114 2.6 

 地方公共団体の自主性を損なわずに、地方財源の均衡化を図り、かつ地方

行政の計画的な運営を保障するために、国税のうち、所得税、法人税、消費

税、酒税、たばこ税（平成２６年度まで）及び地方法人税のそれぞれ一定割

合の額（法定分）※を、国が地方公共団体に対して交付する税。 

 ただし、地方財政計画の通常収支における慢性的な財源不足が生じてお

り、従前は国の交付税特別会計による借入金等で賄われていたが、現在では、

国税法定分の別枠で国の一般会計から交付税特別会計に繰出しを行う別枠

加算（平成２８年度に廃止）や、財源不足額を国の臨時財政対策特例加算と

地方公共団体の臨時財政対策債でそれぞれ半分ずつ補う折半ルールにより

交付税総額を確保するほか、地域経済基盤強化・雇用等対策費の上乗せ（歳

出特別枠）などにより、地方公共団体の一般財源確保が図られている。 

※【平成２７年度法定率】 

   所得税 33.1％、法人税 33.1％、消費税 22.3％、酒税 50％、地方法人

税 100％ 

※【平成２６年度法定率】 

   所得税 32％、法人税 34％、消費税 22.3％、酒税 32％、たばこ税 25％、

地方法人税 100％ 

普通交付税 1,076,386 1,064,289 12,097 1.1 

 基準財政需要額が基準財政収入額を超える地方公共団体に対して、その差

額（財源不足額）を基本として交付される。 

 交付税総額（国の予算額）に対する普通交付税の割合は９４％とされてお

り、東日本大震災の集中復興期間終了後の平成２８年度以降、段階的に引き

上げることとなっているが、災害の多発、多様化により災害関連経費が多額

に生じていること等から、平成２８年度以降も９４％に維持される予定とな

っている。 
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２．歳入 （単位：千円、％） 

用   語 
平成 27年度 

決算(A) 

平成 26年度 

決算(B) 

増減額(C) 

(A)-(B) 

増減率 

(C)/(B) 
用  語  解  説 

特別交付税 156,688 137,671 19,017 13.8 

 災害等の特別の事情や、人口・地理的要因等により普通交付税の算定に反

映できない特別な財政需要を考慮して交付される。 

 交付税総額（国の予算額）に対する特別交付税の割合は６％とされており、

東日本大震災の集中復興期間終了後の平成２８年度以降、段階的に引き下げ

ることとなっているが、災害の多発、多様化により災害関連経費が多額に生

じていること等から、平成２８年度以降も６％に維持される予定となってい

る。 

地方債 

（町債） 
453,300 337,500 115,800 34.3 

 地方公共団体が財政上必要とする資金を外部から調達するために負担す

る債務で、その返済が一会計年度を越えて行われるもの。 

 いわゆる地方公共団体の借金で、地方債により資金調達することを「起債」

という。 

 なお、地方債を財源とできる経費は、地方財政法第５条の規定により投資

的経費に限定されており、原則として経常経費の財源とすることはできな

い。 

臨時財政対策債 317,900 337,500 △ 19,600 △ 5.8 

 地方一般財源の不足に対処するため、投資的経費以外の経費にも充てられ

る地方財政法第５条の特例として発行される地方債。 

 地方財政計画の通常収支の財源不足額のうち、財源対策債等を除いた額を

国と地方で折半し、国負担分は一般会計から交付税特別会計への繰入による

加算（臨時財政対策加算）、地方負担分は臨時財政対策債により補填すること

とされている。 

 従前は、国の交付税特別会計での借入金等で賄われていたが、借入金残高

が膨らみすぎたことを受け、平成１３年度から臨時的な措置として開始さ

れ、今日に至っている。 

 なお、臨時財政対策債については、地方公共団体の実際の借入の有無にか

かわらず、その元利償還金相当額を後年度の基準財政需要額に算入すること

とされている。 
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２．歳入 （単位：千円、％） 

用   語 
平成 27年度 

決算(A) 

平成 26年度 

決算(B) 

増減額(C) 

(A)-(B) 

増減率 

(C)/(B) 
用  語  解  説 

地方譲与税 87,866 84,356 3,510 4.2 

 国税として徴収し、そのまま地方公共団体に対して譲与する税。地方公共

団体の財源とされているものについて、課税の便宜その他の事情から、徴収

事務を国が代行している。 

 現在、地方揮発油譲与税、石油ガス譲与税、特別とん譲与税、自動車重量

譲与税、航空機燃料譲与税、地方法人特別譲与税があり、市町村には、地方

揮発油譲与税及び自動車重量譲与税が交付される。 

地方揮発油 

譲与税 

（H21.4創設） 

26,690 25,259 1,431 5.7 

 ガソリンに課される国税である地方揮発油税収入額の４２/１００が市町

村に対して譲与されるもので、市町村道の延長及び面積を配分指標として、

それぞれ１：１の割合で配分される。 

 従前は、地方道路譲与税と呼ばれ道路特定財源とされていたが、平成２１

年４月の道路特定財源の一般財源化に伴い名称が変更されるとともに、使途

制限が廃止された。 

自動車重量 

譲与税 

（S46.12創設） 

61,176 59,097 2,079 3.5 

 自動車重量税収入額の１/３（当面の間、４０７/１，０００に引上げ）が

市町村に対して譲与されるもので、市町村道の延長及び面積を配分指標とし

て、それぞれ１：１の割合で配分される。 

 平成２１年４月の道路特定財源の一般財源化に伴い、使途制限が廃止され

た。 

利子割交付金 

（S63.4創設） 
3,882 3,655 227 6.2 

 県に納付された利子割※相当額の９９％（徴税費相当額約１％を控除）の３

/５が市町村に対して交付されるもので、当該市町村に係る個人の県民税額

に応じて配分される。 

※ 金融機関等から利子等の支払いを受けるときにかかる税金（支払いを受

ける利子額等の額の５％） 
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２．歳入 （単位：千円、％） 

用   語 
平成 27年度 

決算(A) 

平成 26年度 

決算(B) 

増減額(C) 

(A)-(B) 

増減率 

(C)/(B) 
用  語  解  説 

配当割交付金 

（H16.1創設） 
12,276 15,266 △ 2,990 △ 19.6 

 県に納付された配当割※相当額の９９％（徴税費相当額約１％を控除）の３

/５が市町村に対して交付されるもので、当該市町村に係る個人の県民税額

に応じて配分される。 

※ 株式会社等から配当等の支払いを受けるときに係る税金（支払いを受け

る特定配当等の額の５％） 

株式等譲渡 

所得割交付金 

（H16.1創設） 

12,450 8,942 3,508 39.2 

 県に納付された株式等譲渡所得割※相当額の９９％（徴税費相当額約１％

を控除）の３/５が市町村に対して交付されるもので、当該市町村に係る個人

の県民税額に応じて配分される。 

※ 株式等の譲渡による所得にかかる税金（源泉徴収選択口座内の株式等の

譲渡による所得金額の５％） 

地方消費税 

交付金 

（H9.4創設） 

343,774 196,595 147,179 74.9 

 県に納付された地方消費税※１の１/２が市町村に対して交付されるもの

で、従来分※２は人口及び従業者数を配分指標として、それぞれ１：１の割合

で、引上げ分※３は全額が人口に応じて配分される。 

 引上げ分の地方消費税交付金は、社会保障４経費その他社会保障施策（社

会福祉、社会保険及び保健衛生に関する施策をいう。）に要する経費に充てる

ものとされている。 

※１ いわゆる「８％消費税」のうち、１．７％が地方消費税と呼ばれ都道

府県に納付される。 

※２ 地方消費税のうち平成２６年４月の消費税率引上げ前の５％消費税

相当額で、消費税率換算で１％となる。 

※３ 地方消費税のうち平成２６年４月に引き上げられた消費税率３％相

当額で、消費税率換算で０．７％となる。 
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２．歳入 （単位：千円、％） 

用   語 
平成 27年度 

決算(A) 

平成 26年度 

決算(B) 

増減額(C) 

(A)-(B) 

増減率 

(C)/(B) 
用  語  解  説 

ゴルフ場利用税 

交付金 

（H元.4） 

1,354 1,404 △ 50 △ 3.6 

 県に納付されたゴルフ場利用税※収入額の７/１０が市町村に対して交付

されるもので、ゴルフ場利用税を納入したゴルフ場の所在市町村に交付され

る。 

 吉岡町には前橋ゴルフ場分が交付されており、当該ゴルフ場が所在する前

橋地籍と吉岡地籍の面積比（前橋 0.876600、吉岡 0.123400）で按分されてい

る。 

※ ゴルフ場利用者１人１日につき 400 円～1,200 円（標準税率は 800 円。

前橋ゴルフ場は 600円。）。従前の娯楽施設利用税（ゴルフ、パチンコ、麻

雀、たまつき場）が、消費税創設に伴いゴルフ場のみを課税対象とし、ゴ

ルフ場利用税と改められた。 

自動車取得税 

交付金 

（S43.7創設） 

18,780 11,631 7,149 61.5 

 県に納付された自動車取得税※収入額の９５％の７/１０が市町村に対し

て交付されるもので、市町村道の延長及び面積を配分指標として、それぞれ

１：１の割合で配分される。 

※ ５０万円以上の自動車の取得に対して課税される税金。平成２６年度課

税分から税率が引き下げられるとともにエコカー減税が拡充された。 

 【平成２６年度税率】：自家用自動車３％、営業用自動車・軽自動車２％ 

 【平成２５年度税率】：自家用自動車５％、営業用自動車・軽自動車３％ 
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２．歳入 （単位：千円、％） 

用   語 
平成 27年度 

決算(A) 

平成 26年度 

決算(B) 

増減額(C) 

(A)-(B) 

増減率 

(C)/(B) 
用  語  解  説 

地方特例交付金 

（減収補てん 

特例交付金） 

21,881 21,663 218 1.0 

 国が実施する恒久減税などの政策による地方公共団体の減収分を補うた

めに交付される。 

 現在交付されている減収補てん特例交付金は、平成１８年度の税制改正に

より、住宅借入金等特別税額控除の既適用者（平成１１年度から平成１８年

度までの入居者）について、所得税から住民税への税源移譲により所得税で

控除しきれない税額控除額を住民税から控除することとなったことに伴い、

地方公共団体に生じる減収を補てんするため平成２０年度に創設された。 

 過去には、平成１８年度及び平成１９年度における児童手当の制度拡充や

平成２２年度の子ども手当の創設に伴う地方負担の増加分に対応するため

の児童手当及び子ども手当特例交付金や、自動車取得税の減税に伴う自動車

取得税交付金の減収分を補てんする減収補てん特例交付金も交付された。 

交通安全対策 

特別交付金 
4,171 3,963 208 5.2 

 交通反則金等収入（運用益を含む。）から通告書送付費支出金相当額等を控

除した額が地方公共団体に交付されるもので、各地方公共団体の区域内にお

ける交通事故発生件数、人口集中地区人口及び改良済道路延長を配分指標と

して、それぞれ２：１：１の割合で配分される。 

 交付金の使途は、信号機、道路標識、横断歩道橋、さく（ガードフェンス、

防護柵）、道路反射鏡（カーブミラー）等の道路交通安全施設の設置及び管理

に関する費用である。 

国庫支出金 957,635 775,260 182,375 23.5 

 国と地方公共団体の経費負担区分に基づき、国が地方公共団体に対して支

出する負担金※１、委託費※２、特定の施策の奨励又は財政援助のための補助金
※３等。 

※１ 子どものための教育・保育給付費国庫負担金、児童手当国庫負担金 

等 

※２ 国民年金事務費、特別児童扶養手当事務費 等 

※３ 社会資本整備総合交付金 等 
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２．歳入 （単位：千円、％） 

用   語 
平成 27年度 

決算(A) 

平成 26年度 

決算(B) 

増減額(C) 

(A)-(B) 

増減率 

(C)/(B) 
用  語  解  説 

県支出金 803,538 543,408 260,130 47.9 

 都道府県の市町村に対する支出金で、都道府県が自らの施策として単独で

市町村に交付する支出金と、都道府県が国庫支出金を経費の全部又は一部と

して市町村に交付する支出金（間接補助金）とがある。 

 また、国庫支出金と同様に負担金※１、委託費※２、補助金※３等に区分され

る。 

※１ 子どものための教育・保育給付費県負担金、児童手当県負担金 等 

※２ 選挙委託費、統計委託費、県税取扱事務費 等 

※３ 医療福祉費県補助金、尾瀬学校補助金 等 

 

３．歳出 （単位：千円、％） 

用   語 
平成 27年度 

決算(A) 

平成 26年度 

決算(B) 

増減額(C) 

(A)-(B) 

増減率 

(C)/(B) 
用  語  解  説 

目的別歳出     

 行政目的に着目した歳出の分類。 

 地方公共団体の経費は、その行政目的によって、総務費、民生費、衛生費、

労働費、農林水産業費、商工費、土木費、消防費、警察費、教育費、公債費

等に大別することができる。 

土木費 586,502 654,598 △ 68,096 △ 10.4 

 目的別歳出の一分類で、地域の基盤整備を図るため行われる道路、河川、

住宅、公園等の公共施設の建設、整備等のほか、これらの施設の維持管理に

要する経費。 

教育費 908,739 621,200 287,539 46.3 
 目的別歳出の一分類で、教育の振興と文化の向上を図るために行われる学

校教育、社会教育、スポーツ振興等に要する経費。 

民生費 2,619,261 2,253,628 365,633 16.2 
 目的別歳出の一分類で、社会福祉の充実を図るために行われる児童、高齢

者、心身障害者等のための福祉施設の整備及び運営、支援等に要する経費。 

労働費 21,946 45,812 △ 23,866 △ 52.1 
 目的別歳出の一分類で、就業者の福祉向上を図るために行われる職業能力

開発の充実、金融対策、失業対策等に要する経費。 
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３．歳出 （単位：千円、％） 

用   語 
平成 27年度 

決算(A) 

平成 26年度 

決算(B) 

増減額(C) 

(A)-(B) 

増減率 

(C)/(B) 
用  語  解  説 

農林水産業費 384,377 300,695 83,682 27.8 

 目的別歳出の一分類で、農林水産業の振興と食糧の安定的供給を図るため

に行われる、生産基盤の整備、構造改善、消費流通対策、農林水産業に係る

技術の開発・普及等に要する経費。 

商工費 55,098 28,971 26,127 90.2 

 目的別歳出の一分類で、地域における商工業の振興とその経営の近代化等

を図るために行われる中小企業の指導育成、企業誘致、消費流通対策等に要

する経費。 

衛生費 437,891 448,392 △ 10,501 △ 2.3 

 目的別歳出の一分類で、住民の健康を保持増進し、生活環境の改善を図る

ために行われる医療、公衆衛生、精神衛生等に係る対策の推進のほか、し尿・

ごみなど一般廃棄物の収集・処理等に要する経費。 

消防費 290,930 285,748 5,182 1.8 

 目的別歳出の一分類で、火災、風水害、地震等の災害から国民の生命、身

体及び財産を守り、これらの災害を防除し、被害を軽減するために行われる

消防行政に要する経費。 

性質別歳出     
 経費の経済的性質に着目した歳出の分類であり、義務的経費、投資的経費

及びその他の経費に大別することができる。 

義務的経費 2,984,253 2,793,487 190,766 6.8 

 地方公共団体の歳出のうち、任意に削減できない極めて硬直性が強い経費

であり、職員の給与等の人件費、私立保育所委託料や児童手当等の扶助費及

び地方債の元利償還金等の公債費からなっている。 

義務的経費比率 43.7 44.9 △ 1.2 △ 2.7  歳出総額に占める義務的経費の割合。 

投資的経費 1,061,121 502,777 558,344 111.1 

 道路、橋りょう、公園、学校、公営住宅の建設等の社会資本の整備等に要

する経費であり、普通建設事業費、災害復旧事業費及び失業対策事業費から

構成されている。 

普通建設事業費 1,061,121 502,777 558,344 111.1 
 道路・橋りょう、学校、庁舎等公共又は公用施設の新増設等の建設事業に

要する経費。 

災害復旧事業費 － － － － 
 暴風、洪水、地震その他異常な自然現象等の災害によって被災した施設を

原形に復旧するために要する経費。 
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３．歳出 （単位：千円、％） 

用   語 
平成 27年度 

決算(A) 

平成 26年度 

決算(B) 

増減額(C) 

(A)-(B) 

増減率 

(C)/(B) 
用  語  解  説 

失業対策事業費 － － － － 
 失業者に就業の機会を与えることを主たる目的として、道路、河川、公園

の整備等を行う事業に要する経費。 

人件費 789,529 774,121 15,408 2.0 

 性質別歳出の一分類で、職員給、地方公務員共済組合等負担金、退職金、

委員等報酬、議員報酬手当等からなっている。 

 なお、建設事業費で支弁される人件費は除かれる。 

扶助費 1,638,155 1,467,068 171,087 11.7 

 性質別歳出の一分類で、社会保障制度の一環として地方公共団体が各種法

令に基づいて実施する給付や、地方公共団体が単独で行っている各種扶助に

係る経費であり、生活困窮者、児童、老人、心身障害者等を援助するために

要する経費。 

物件費 1,124,861 1,154,732 △ 29,871 △ 2.6 

 性質別歳出の一分類で、人件費、維持補修費、扶助費、補助費等以外の地

方公共団体が支出する消費的性質の経費の総称。 

 具体的には、職員旅費や備品購入費、委託料等が含まれる。 

維持補修費 28,838 24,827 4,011 16.2 
 性質別歳出の一分類で、地方公共団体が管理する公共用施設等の維持に要

する経費。 

補助費等 717,568 728,113 △ 10,545 △ 1.4 
 性質別歳出の一分類で、他の地方公共団体や国への負担金や、さまざまな

団体等への補助金、報償費、寄附金、法適用企業に対する負担金等。 

繰出金 843,772 825,161 18,611 2.3 

 性質別歳出の一分類で、各会計の間において支出される経費のほか、基金

に対する支出のうち、定額の資金を運用するためのものも繰出金に含まれ

る。 

 なお、法非適用の公営企業に対する繰出も含まれる。 

積立金 34,891 150,301 △ 115,410 △ 76.8 

 性質別歳出の一分類で、特定の目的のための財産を維持又は資金を積み立

てるために設立された基金等に対する経費である積立金。 

 なお、歳計剰余金処分による積立金を含む。 

投資及び出資金 30,000 40,000 △ 10,000 △ 25.0 
 性質別歳出の一分類で、国債、地方債の取得や財団法人等への出えん、出

資等のための経費。 
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３．歳出 （単位：千円、％） 

用   語 
平成 27年度 

決算(A) 

平成 26年度 

決算(B) 

増減額(C) 

(A)-(B) 

増減率 

(C)/(B) 
用  語  解  説 

貸付金 5,000 5,000 0 0.0 
 性質別歳出の一分類で、地方公共団体がさまざまな行政施策上の目的のた

めに地域の住民、企業に貸し付ける貸付金。 

公債費 

目的別 556,569 552,303 4,266 0.8 
 地方公共団体が発行した地方債の元利償還等に要する経費。 

 なお、性質別歳出における公債費が地方債の元利償還金及び一時借入金利

子に限定されるのに対し、目的別歳出における公債費については、元利償還

等に要する経費のほか、地方債の発行手数料や割引料等の事務経費も含まれ

る。 
性質別 556,569 552,298 4,271 0.8 

消費的経費 4,298,951 4,148,861 150,090 3.6 

 その経費の支出効果がその年度限り又は極めて短期間に終わるもので、後

年度に形を残さない性質の経費であり、人件費、物件費、維持補修費、扶助

費、補助費等の計。 

 

４．財政分析指標 （単位：千円、％） 

用   語 
平成 27年度 

決算(A) 

平成 26年度 

決算(B) 

増減額(C) 

(A)-(B) 

増減率 

(C)/(B) 
用  語  解  説 

経常収支比率 89.5 90.6 △ 1.1 △ 1.2 

 地方公共団体の財政構造の弾力性を判断するための指標で、人件費、扶助

費、公債費のように毎年度経常的に支出される経費（経常的経費）に充当さ

れた一般財源の額が、地方税、普通交付税を中心とする毎年度経常的に収入

される一般財源（経常一般財源）、減収補填債特例分及び臨時財政対策債の

合計額に占める割合。 

 この指標は経常的経費に経常一般財源収入がどの程度充当されているか

を見るものであり、比率が高いほど財政構造の硬直化が進んでいることを表

す。 

実質収支比率 0.4 1.4 △ 1.0 △ 71.4 

 実質収支の標準財政規模（臨時財政対策債発行可能額を含む。）に対する

割合で、実質収支比率が正数の場合は実質収支の黒字、負数の場合は赤字を

示す。 

 おおむね３％～５％程度が望ましいとされている。 
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４．財政分析指標 （単位：千円、％） 

用   語 
平成 27年度 

決算(A) 

平成 26年度 

決算(B) 

増減額(C) 

(A)-(B) 

増減率 

(C)/(B) 
用  語  解  説 

財政力指数 0.66 0.65 0.01 1.5 

 地方公共団体の財政力を示す指数で、基準財政収入額を基準財政需要額で

除して得た数値の過去３年間の平均値。 

 財政力指数が高いほど、普通交付税算定上の留保財源が大きいことにな

り、財源に余裕があるといえる。 

 

５．財政健全化法関係 （単位：千円、％） 

用   語 
平成 27年度 

決算(A) 

平成 26年度 

決算(B) 

増減額(C) 

(A)-(B) 

増減率 

(C)/(B) 
用  語  解  説 

健全化判断比率     

 実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率の４

つの財政指標の総称で、地方公共団体は、この健全化判断比率のいずれかが

一定基準以上となった場合には、財政健全化計画又は財政再生計画を策定し、

財政の健全化を図らなければならない。 

早期健全化基準     

 地方公共団体が、財政収支が不均衡な状況その他の財政状況が悪化した状

況において、自主的かつ計画的にその財政の健全化を図るべき基準として、

実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率のそれ

ぞれについて定められた数値。 

財政再生基準     

 地方公共団体が、財政収支が不均衡な状況その他の財政状況の著しい悪化

により自主的な財政の健全化を図ることが困難な状況において、計画的にそ

の財政の健全化を図るべき基準として、実質赤字比率、連結実質赤字比率及

び実質公債費比率のそれぞれについて定められた数値。 

実質赤字比率 － － － － 

 地方公共団体の一般会計等（吉岡町の場合は一般会計、学校給食事業特別

会計及び住宅新築資金等貸付事業特別会計）を対象とした実質赤字額の標準

財政規模に対する比率で、一般会計等の財政運営の悪化の度合いを示すもの。 

 早期健全化基準は１５．００％、財政再生基準は２０．００％。 
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５．財政健全化法関係 （単位：千円、％） 

用   語 
平成 27年度 

決算(A) 

平成 26年度 

決算(B) 

増減額(C) 

(A)-(B) 

増減率 

(C)/(B) 
用  語  解  説 

連結実質赤字 

比率 
－ － － － 

 地方公共団体の全会計を対象とした実質赤字額又は資金の不足額の標準財

政規模に対する比率で、地方公共団体全体としての財政運営の悪化の度合い

を示すもの。 

 早期健全化基準は２０．００％、財政再生基準は３０．００％ 

実質公債費比率 10.5 10.0 0.5 5.0 

 地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準

財政規模を基本とした額※に対する比率で、資金繰りの程度を示すもの。 

 早期健全化基準は２５．０％、財政再生基準は３５．０％。 

※ 標準財政規模から元利償還金等に係る基準財政需要額算入額を控除した

額 

将来負担比率 － 1.9 △ 1.9 皆減 

 地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものも含め、地方公共

団体の一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模を基本とし

た額※に対する比率で、将来財政を圧迫する可能性の度合いを示すもの。 

 早期健全化基準は３５０．０％、財政再生基準は設定なし。 

※ 標準財政規模から元利償還金等に係る基準財政需要額算入額を控除した

額 

実質赤字額 － － － － 

 当該年度に属すべき収入と支出との実質的な差額をみるもので、形式収支

から、翌年度に繰り越すべき継続費逓次繰越や繰越明許費繰越等の財源を控

除した額をいう。 

標準財政規模 4,147,491 4,050,942 96,549 2.4 

 地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の

規模を示すもので、標準税収入額等に普通交付税、臨時財政対策債発行可能

額を加算した額をいう。 

標準税収入額等 2,753,146 2,649,100 104,046 3.9 

【平成２６年度以降の算式】 

｛［基準財政収入額－（所得割における税源移譲相当額の２５％）－（地方

消費税交付金における引き上げ分の２５％）－地方譲与税－交通安全対策特

別交付金］×１００/７５｝＋地方譲与税＋交通安全対策特別交付金 
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５．財政健全化法関係 （単位：千円、％） 

用   語 
平成 27年度 

決算(A) 

平成 26年度 

決算(B) 

増減額(C) 

(A)-(B) 

増減率 

(C)/(B) 
用  語  解  説 

経営健全化基準     
 地方公共団体が、自主的かつ計画的に公営企業の経営の健全化を図るべき

基準として、資金不足比率について定められた数値。 

資金不足比率 － － － － 

 地方公共団体の公営企業会計ごとの資金の不足額の料金収入規模に対する

比率で、経営状態の悪化の度合いを示すもの。 

 経営健全化基準は２０％。 

資金の不足額 － － － － 

 公営企業ごとに資金収支の累積不足額を表すもので、法適用企業について

は流動負債の額から流動資産の額を控除した額を基本とし、法非適用企業に

ついては一般会計等の実質赤字額と同様に算定した額を基本としている。 

 

６．その他（地方財政計画等） （単位：千円、％） 

用   語 
平成 27年度 

決算(A) 

平成 26年度 

決算(B) 

増減額(C) 

(A)-(B) 

増減率 

(C)/(B) 
用  語  解  説 

地方財政計画     

 地方交付税法第７条の規定により内閣が作成する、翌年度の地方公共団体

の歳入歳出総額の見込額に関する書類のこと。 

 地方財政計画には、①地方交付税制度とのかかわりにおいての地方財源の

保障を行う、②地方財政と国家財政・国民経済等との調整を行う、③個々の

地方公共団体の行財政運営の指針となる、という役割がある。 

地方債計画     
 地方財政法第５条の３第１１項の規定により総務大臣が作成する、翌年度

に同意等を行なう地方債の予定額の総額等を示した計画。 

債務負担行為     

 数年度にわたる建設工事、土地の購入等翌年度以降の経費支出や、債務保

証又は損失補償のように債務不履行等の一定の事実が発生したときの支出を

予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為であり、予算の一部である。 
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６．その他（地方財政計画等） （単位：千円、％） 

用   語 
平成 27年度 

決算(A) 

平成 26年度 

決算(B) 

増減額(C) 

(A)-(B) 

増減率 

(C)/(B) 
用  語  解  説 

財政調整基金 2,991,739 2,959,496 32,243 1.1 

 年度間の財源の不均衡を調整するための基金で、長期的視野に立った計画

的な財政運営を行うために、財源に余裕のある年度に積立てを行い、財源不

足が生じる年度に活用するためのものである。 

 なお、地方財政法第７条の規定により、各年度において決算上剰余金を生

じたときは、当該剰余金のうち２分の１を下らない金額を積み立て、又は償

還期限を繰り上げて行なう地方債の償還の財源に充てなければならないとさ

れている。 

減債基金 443,467 442,248 1,219 0.3 
 地方債の償還を計画的に行うための資金を積み立てる目的で設けられる基

金。 

その他特定目的 

基金 
241,565 250,595 △ 9,030 △ 3.6 

 財政調整基金、減債基金の目的以外の特定の目的のために財産を維持し、

資金を積み立てるために設置される基金。 

 吉岡町では、渇水対策施設維持管理基金、地域福祉基金、教育文化振興基

金の３つの基金がある。 

定額運用基金 20,230 20,194 36 0.2 
 定額の資金を運用するために設けられる資金又は財産。 

 吉岡町では、土地開発基金及び収入印紙等購買基金の２つの基金がある。 

基準財政需要額 3,258,157 3,136,047 122,110 3.9 

 普通交付税の算定基礎となるもので、各地方公共団体が、合理的かつ妥当

な水準における行政を行い、又は施設を維持するための財政需要（必要経費）

を算定するものであり、各行政項目ごとに、【単位費用×測定単位×補正係

数】の算式により算出される。 

※ 実際に支出した額あるいは支出しようとする額を算定するものではな

い。 

単位費用     

 標準的団体（人口、面積、行政規模が道府県や市町村の中で平均的で、積

雪地帯や離島等、自然的条件や地理的条件等が特異でない団体）が合理的、

かつ妥当な水準において地方行政を行う場合等の一般財源所要額を、測定単

位１単位当たりで示したもの。 



用語解説（平成２７年度決算） 

１８ / １９ 

 

６．その他（地方財政計画等） （単位：千円、％） 

用   語 
平成 27年度 

決算(A) 

平成 26年度 

決算(B) 

増減額(C) 

(A)-(B) 

増減率 

(C)/(B) 
用  語  解  説 

測定単位     

 道府県や市町村の行政項目（河川費や農業行政費等）ごとにその量を測定

する単位。 

 例えば、道路橋りょう費においては道路の延長・面積が用いられる。 

補正係数     

 全ての道府県や市町村に費目ごとに同一の単位費用が用いられるが、実際

には自然的・地理的・社会的条件の違いによって大きな差があるので、これ

らの行政経費の差を反映させるため、その差の生ずる理由ごとに測定単位の

数値を割り増し又は割り落とししている。 

 これが測定単位の数値の補正であり、補正に用いる乗率を補正係数という。 

基準財政収入額 2,181,771 2,071,758 110,013 5.3 

 普通交付税の算定に用いるもので、各地方公共団体の財政力を合理的に測

定するために、標準的な状態において徴収が見込まれる税収入を一定の方法

によって算定するものであり、【標準的な地方税収入×７５/１００＋地方譲

与税等】の算式により算出される。 

※ 収入実績でなく、客観的なあるべき一般財源収入額としての性格を有す

る。 

ラスパイレス 

指数 

（N.4.1現在） 

96.5 96.7 △ 0.2 △ 0.2 

 地方公務員一般行政職職員の給与水準を、国家公務員行政職（一）職員の

給与水準と比較するために用いる統計上の指数であり、国の給与水準を１０

０とした場合、町の給与水準がどれくらいの値となるかを見るもの。 

公営企業 

（法適用企業・ 

法非適用企業） 

    

 公営企業とは地方公共団体が経営する企業であり、法適用企業と法非適用

企業に分類される。 

 また、公営企業の経理は特別会計を設けて行うこととされており、その特

別会計を公営企業会計という。 

 なお、法適用企業の公営企業会計は企業会計方式により経理が行われ、法

非適用企業は一般会計と同様、地方自治法に基づく財務処理が行われる。 

 吉岡町では、水道事業会計が法適用企業、公共下水道事業特別会計及び農

業集落排水事業特別会計が法非適用企業である。 
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６．その他（地方財政計画等） （単位：千円、％） 

用   語 
平成 27年度 

決算(A) 

平成 26年度 

決算(B) 

増減額(C) 

(A)-(B) 

増減率 

(C)/(B) 
用  語  解  説 

プライマリー 

バランス 
51,471 167,774 △ 116,303 △ 69.3 

 繰越金、町債及び基金取崩額を除く歳入と、公債費及び基金積立金を除く

歳出との収支のことを表し、その時点で必要とされる政策的経費を、その時

点の税収等でどれだけまかなえているかを示す指標。 

プライマリー 

バランス 

(臨時財政対策債 

除く) 

116,296 279,900 △ 163,604 △ 58.5 

 臨時財政対策債の償還金は、地方交付税算定上の基準財政需要額に全額算

入されるため、町債収入及び公債費支出とはみなさず（歳入・歳出から控除

せず）に算出した場合のプライマリーバランス。 

 


